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見附市奨学金 返還の手引き 

 

 下記に返還内容を記入し、返還方法を忘れないようにしましょう。 

●返還のおぼえ 

奨学生氏名  奨学生番号  

貸付期間     年   月 から    年   月 まで 

貸付総額 円 

返還方法 年賦（毎年 12月） ・ 半年賦（毎年 6月と 12月） 

返還期間     年   月 から    年   月 まで 

1回あたりの返還額 円 

保証人  

その他  

 

この返還の手引きは、返還完了まで大切に保管し、利用してください。 

 

 見附市奨学金の返還方法等については、下記のとおりです。良くお読みいただき、返還が滞るこ

との無いようお願いいたします。※平成 29年 4月 1日一部改正 

 

1 奨学金の返還について 

（1）返還開始時期 

  貸付の終了した月の翌月から起算して 8ヶ月を経過してから返還が始まります（通常は卒業し

た年の 12月）。 

（2）返還方法と期間 

年賦（年 1回、12月）または半年賦（年 2回、6月及び 12月）にて返還します。 

返還期間は、貸付を受けた期間の２．５倍に相当する期間以内で、大学 4年間の貸付を受けた

場合は１０年、短大等で 2年間の貸付を受けた場合は５年の期間で返還します。 

  ※卒業時に市から送付する「奨学金返還明細書」を期限までに提出してください。 

（3）返還手続き 

返還時期になりましたら教育委員会から「納入通知書」を郵送いたします。納入通知書の氏名、

金額等を確認のうえ、納入通知書と返還金を金融機関（※下記見附市が指定する金融機関の本店・

支店）で納付してください。納入通知書が届かない場合や紛失した場合は、再発行しますので教

育委員会へ連絡してください。 

納入通知書は、原則として父母等の住所へ送付します。父母等以外の住所へ送付を希望する場

合は、教育委員会へ連絡してください。 

※見附市が指定する金融機関 

    第四銀行、北越銀行、大光銀行、長岡信用金庫、三条信用金庫、新潟県信用組合、 

三條信用組合、にいがた南蒲農業組合（ゆうちょ銀行の場合は別の振込用紙が必要です） 

要保管 
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（4）繰り上げ返還 

返還は、いつでも全部または一部を繰り上げて返還できます。繰り上げ返還を希望する場合は、

教育委員会へお問い合わせください。後日、納入通知書を送付いたします。なお、一部を繰り上

げ返還した分は、返還回数・返還額を最終回から短縮・減額する方法とします。 

（5）延滞金 

指定期日までに返還しなかった場合は、指定期日の翌日から返還の日までの期間に応じて、返

還すべき金額に年 14.6％の割合を乗じた延滞金が加算される場合があります。ご注意ください。 

（6）返還金の督促 

滞納があった場合、教育委員会が督促状の送付、電話での督促のほか、戸別訪問等を行う場合

があります。返還しない場合は、保証人（父母等）に請求することになります。 

（7）その他届出 

住所、氏名などに変更・異動があった場合は、教育委員会へ届け出てください。 

・本人、保証人（父母等）の住所、氏名に変更・異動があった場合 

・本人が死亡した場合 など 

 

2 奨学金の返還の免除及び猶予について 

  以下に該当する場合は、返還が猶予または免除される場合がありますので、教育委員課へお問

い合わせください。 

（1）奨学生または奨学生であった者が奨学金の返還を完了する前に死亡した場合や障害等で返還

が困難な場合、申請により、奨学金の全部またはその一部の返還を免除する制度があります。 

（2）大学院などへの進学、疾病その他特別な理由により奨学金の返還が困難な場合は、申請によ

り、奨学金の全部またはその一部の返還を猶予する制度があります。 

 

3 奨学金の返還特別免除について 

奨学生が卒業後、見附市に住所を有し、かつ市民税を納付している場合、申請により返還額の

一部を免除する制度が平成 24 年度から新設されました。通常卒業後に見附市に居住し、かつ就

職した場合、就職 3 年目から返還特別免除が受けられます。詳しくは、3 ページ 返還特別免除

をご覧ください。申請書様式は、教育委員会へお問い合わせください。 

 

4 問い合わせ・申請書提出先 

〒954-8686 

見附市昭和町 2-1-1 見附市教育委員会 学校教育課 

電話 0258-62-1700 内線 432  Fax 0258-63-5003 
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奨学金の返還および返還特別免除について 

 

奨学金の返還 

 奨学生が卒業するなどして、貸付の終了した月の翌月から起算して 8ヶ月を経過してから返還

が始まります（通常 3月に卒業した場合、その年の 12月から返還が始まります）。貸付を受け

た期間の 2.5倍に相当する期間以内に、年賦（12月）または半年賦（6月及び 12月）にて返還

します。通常、年賦の場合は 1回につき 14.4万円、半年賦の場合は 1回につき 7.2万円の返還

額になります。 

 

【例① 大学を卒業し、半年賦で返還する場合】 

 貸付を受けた 3万円×48ヶ月＝144万円を、半年ごとに 7.2万円×２０回（１０年）で返還 

年度 
卒

業 
返還初年度 返還 2年目 ・・・ 返還 9年目 返還 10 年目 

月 3 6 12 6 12 ・・・ 6 12 6 12 

返還回数   ① ② ③ ・・・ ⑱ ⑲ ⑳  
返還額(万

円) 
  7.2 7.2 7.2 ・・・ 7.2 7.2 7.2  

 

【例② 短期大学を卒業し、年賦で返還する場合】 

 貸付を受けた 3万円×24ヶ月＝72万円を、１年ごとに 14.4万円×5回（5年）で返還 

年度 
卒

業 
返還初年度 返還 2年目 ・・・ 返還 5年目 

月 3 6 12 6 12 ・・・ 6 12 

返還回数   ①  ② ・・・  ⑤ 
返還額(万

円) 
  14.4  14.4 ・・・   

 

 

返還特別免除 

 奨学生が卒業後、見附市に住所を有し、かつ見附市に市民税を納付している場合、申請により返

還額の一部を免除する制度が平成 24年度から新設されました。 

 

◆対象者及び免除額 

 

◆免除方法 

 返還特別免除は、当該年度の 12月返還分に適用することとします。返還特別免除の決定を受けた

場合、当該年度の 12月返還金額から返還特別免除額を減額した納入通知書を発行します。 

 

◆申請方法・提出書類 

 毎年 7月から 9月末日までに、書類を教育委員会学校教育課へ提出してください。 

対象者（下記のすべてに該当する者） 免除額 

①見附市奨学金の貸付を受けていた者 

②見附市に住所を有する者 

③前年度に見附市に市民税を納付している者 

④見附市奨学金の返還を怠ったことがない者 

⑤貸付が終了してから 7年を超えない者 

⑥返還特別免除を受けた回数が 5回を超えない者 

前年度に納付した見附市の市民税額の

1/2相当額 

※限度額 3万 6千円 
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 ①奨学金返還特別免除申請書（別記様式第 6号） 

 ②前年分の市県民税納税証明書（市役所市民税務課で発行してもらってください） 

※通常、就職 2年目の 6月から前年の所得に応じて市民税が徴収され、翌 3年目の 5月で市民税を

完納することになります。したがって、返還特別免除の申請は、市民税の全額納付が確定する就職

3年目から 7年目の間の 12月返還前に行うことができます。 

 

◆その他 

  ・申請は毎年必要です（申請期間は、毎年 7月から 9月末日まで）。 

  ・返還特別免除は、当該年度の返還金にのみ適用します。遡っての返還免除はできません。 

  ・特別免除額を減額した納入通知書による返還は、当該年度のみ有効です。 

  ・免除の対象か対象外かは下記フロー図でご確認ください。 

 

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

はい いいえ

対象 返還特別免除対象外

特別返還免除を5回以上

受けていない

見附市奨学金の貸与を受

けている

申請時に見附市に住所を

有している

貸与が終了してから7年

を超えていない

見附市奨学金の返還を

怠ったことがない

申請の前年度に見附市市

民税を収めている


